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１．特 別 会 計

（単位：百万円、％）

平 成 21 年 度 平 成 20 年 度

Ａ Ｂ

26 32 81.3
県有財産の育成を目的とする造林事業に関する収支を経理する会計
・県行造林管理事業費 23,880千円

3,213 3,058 105.1
荷役機械、上屋及び倉庫の建設及び運営に関する収支を経理する会計
・ふ頭用地整備費 40,000千円
・港湾施設管理費 522,322千円

6,328 5,827 108.6
道路事業、河川事業その他の公共事業の用に供する土地の先行取得事
業に関する収支を経理する会計

32,434 35,106 92.4

公営住宅等の整備及び管理事業に関する収支を経理する会計
・公営住宅整備費 3,925,504千円
・県営住宅団地駐車場整備費 242,614千円
・県営住宅集約事業費 411,370千円

4,772 5,517 86.5

法人県民税超過課税を財源とし、勤労者の総合福祉施設を整備する事
業に関する収支を経理する会計
・県民交流広場推進費 2,048,493千円
・勤労者総合福祉施設運営費 544,456千円

35,268 32,657 108.0

流域下水道の整備及び管理に関する収支を経理する会計
・公共事業流域下水道事業費 5,149,000千円
・県単独流域下水道事業費 674,000千円
・流域下水汚泥処理事業費 6,557,000千円

258 319 80.9
集中管理を行っている庁用自動車の維持運営に関する収支を経理する
会計

714,515 697,063 102.5

一般会計、特別会計及び公営企業会計に係る公債費を一元的に経理す
る会計
・県債元金償還金 403,465,341千円
・県債管理基金積立金 119,162,149千円

1,177 1,228 95.8
地域振興のため市町が行う自治振興事業につき、県が助成する事業に
関する収支を経理する会計
・貸付金 1,000,000千円

423 384 110.2
母子福祉資金貸付金及び寡婦福祉資金貸付金に関する収支を経理する
会計
・母子寡婦福祉資金貸付金 372,000千円

6,450 470,073 1.4
小規模起業者への貸付事業等に関する収支を経理する会計
・小規模企業者等設備資金貸付金 1,000,000千円
・小規模企業者等設備貸与資金貸付金 1,100,000千円

25,547 13,134 194.5

農業改良資金、林業・木材産業改善資金、沿岸漁業改善資金及び農林
水産振興資金に関する収支を経理する会計
・農業改良資金貸付金 300,000千円
・林業・木材産業改善資金貸付金 150,577千円
・兵庫みどり公社貸付金 24,278,086千円

13,357 10,646 125.5
県関係団体及び県内部の基金間の積立、取崩を区分して経理する会計
・兵庫県国際交流協会交付金 198,417千円
・ひょうご震災記念21世紀研究機構交付金 248,700千円

203,913 0 皆増
地方消費税及び地方消費税の清算金収入、支出等を経理する会計
・地方消費税清算金 105,660,000千円

1,047,681 1,275,044 82.2

Ａ／Ｂ

県 営 住 宅 事 業

勤労者総合福祉施設
整 備 事 業

流 域 下 水 道 事 業

区 分

県 行 造 林 事 業

港 湾 整 備 事 業

公 共 事 業 用 地
先 行 取 得 事 業

基 金 管 理

説 明

合 計

庁 用 自 動 車 管 理

公 債 費

自治振興助成事業

農 林 水 産 資 金

母子寡婦福祉資金

小 規 模 企 業 者
等 振 興 資 金

地 方 消 費 税 清 算
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２．公 営 企 業 会 計

（１）病院局 （単位：百万円）

平成20年度

収 益 予 算 資 本 予 算 計 当 初 予 算

収 入 88,059 11,844 99,903 102,149

病 院 事 業 支 出 90,944 14,960 105,904 106,182

差 引 △ 2,885 △ 3,116 △ 6,001 △ 4,033

（２）企業庁

平成20年度

収 益 予 算 資 本 予 算 計 当 初 予 算

収 入 16,165 4,171 20,336 33,348

支 出 15,139 13,515 28,654 40,377

差 引 1,026 △ 9,344 △ 8,318 △ 7,029

収 入 3,345 580 3,925 4,324

工業用水道事業 支 出 2,971 3,136 6,107 6,653

差 引 374 △ 2,556 △ 2,182 △ 2,329

収 入 297 0 297 296

電 気 事 業 支 出 280 49 329 331

差 引 17 △ 49 △ 32 △ 35

収 入 － 148 148 164

水源開発事業 支 出 － 148 148 164

差 引 － 0 0 0

収 入 13,051 9,932 22,983 42,284

地域整備事業 支 出 12,362 25,181 37,543 56,098

差 引 689 △ 15,249 △ 14,560 △ 13,814

収 入 169 23 192 157

支 出 43 115 158 182

差 引 126 △ 92 34 △ 25

収 入 33,027 14,854 47,881 80,573

計 支 出 30,795 42,144 72,939 103,805

差 引 2,232 △ 27,290 △ 25,058 △ 23,232

収 入 121,086 26,698 147,784 182,722

合 計 支 出 121,739 57,104 178,843 209,987

（病院局＋企業庁）差 引 △ 653 △ 30,406 △ 31,059 △ 27,265

区 分

尼崎、塚口、西宮、加古川、淡路、柏原病院の６総合病院と光風病院
（精神科病院）、こども病院、がんセンター、姫路循環器病センター、粒
子線医療センター及び兵庫県災害医療センターの６専門病院の計12病院を
運営。
・県立加古川医療センター（仮称）整備 417,459千円
・県立淡路病院建替整備事業 6,476千円
・県立光風病院児童思春期病棟整備 122,145千円

水 道 用 水
供 給 事 業

引原ダムを利用した水力発電によるクリーンエネルギーの供給を行う。
・最大出力 5,000kW
・基準供給電力量 年間25,600,000kWh

説 明

市町の行政区域を超えて広域的に水資源を確保し、効率的に水道施設を
整備、運営することにより、各市町に安全で安心な水道用水を安定的に供
給する。
・給水団体数 22市町・１企業団
・年間総給水量 97,276,575㎥
・１日平均給水量 266,511㎥

豊富で低廉な工業用水を安定的に供給することにより、産業の振興によ
る地域の活性化、地下水の過剰くみ上げによる地盤沈下の防止を図るな
ど、経済の発展と国土の保全に寄与する。
・給水事業所数 97事業所
・年間総給水量 231,769,167㎥
・１日平均給水量 634,984㎥

渇水時などの危機管理対応等、公益目的のある水源の確保のため、糀屋
ダムの適正管理を実施する。

平成21年度提案予算額
収 支

企 業 資 産
運 用 事 業

土地の取得、造成、供給やこれらにあわせて行う施設の整備、供給等を
通じ、地域の魅力と活力を高め、産業の健全な発展と県民福祉の向上に寄
与する。
【土地売却面積】
・阪神地域 5.3ha
・播磨地域 7.7ha
・淡路地域 2.9ha

運用のための資産の取得、管理、処分及び県が行う建設事業に対する資
金の貸付等を行うことにより、企業資産の効率的な運用を図る。
【貸付施設（サンパルビル）の状況】
・資産貸付面積 833.961㎡

説 明

区 分 収 支
平成21年度提案予算額
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１９年度末 ２０年度末 ２１年度末

現在高 現在高 現在高 (21)-(20)

積立 取り崩し（Ａ） 積立 取り崩し (見込み) 積立 取り崩し（Ｂ） (見込み)

【45,000】 【△10,000】 【49,000】

186,644 109,150 149,989 △ 1,494 △ 9,940 154,252 121,268 156,546 118,974 △ 35,278

【45,000】 【△10,000】 【49,000】

192,979 119,179 159,297 △ 1,963 △ 10,302 161,203 131,935 166,314 126,825 △ 34,378

【45,000】 【△10,000】 【49,000】

209,137 146,132 165,317 △ 1,988 △ 13,663 201,630 135,052 176,716 159,965 △ 41,665

【 】は財源対策分取り崩し内書

△ 1,2712,4171,31746

65 1,991 3,461 △ 1,926

△ 1,8944,0231,96571

42 1,883 1,656 △ 1,841

△ 2,2262,2262,28054

6 166 340 △ 160

1,342 2,663 1,342

171,30116

44 44 4

△ 17869173

376 424 △ 49

△ 181,6824123

957 200 13,281 756

355 136,070

6,045

123 2

10231

539 7

823 17433449

6

6,083

6,055

28 25

3211615618

45 44 100 1

2872,80544331

2

4 3 360 1

1

5

94 92 154

654 171

2401

379 350 185 29

171

35

353929

44

2,1002,453

3,688

4,452

3,497

5,917

5,387

4

1,284

1,321

500

12,525

1,700

49

103

△ 90

区 分

△ 3,033

△ 7

11

△ 280

483

576

1

5

359

152

156

399

342

208

99

2,518

532

806

121

221

△ 269

△ 74

△ 1

△ 7

△ 8

△ 2

△ 60

202 △ 335

9

△ 1

△ 1

△ 4

△ 5

△ 25

△ 2

△ 41

△ 62

△ 85

△ 2

5

△ 1

△ 7

△ 2

△ 1

△ 276

△ 73

△ 1

△ 4

△ 2

△ 9

10

△ 286

160

2,2493,075

3,046

14

415

92

44

4,452

3,497

6,007

5,607

44

15

1,326

500

1,917

22

418

73

18

2,100

6

44

3

88

350

174

2,435

6

500

686

4,809

5,495

591

53

4

360

89

5

5,507

593

55

211

6

508

689

4,818

318

1

150

148

413

370

205

98

2,356

358

21 1

47 12 58 11

2

3 1

202

528

800

120

219

338

10,645

1,695

96

120

2,326

安 心 こ ど も 基 金

1,274

活 性 化 事 業 基 金

国民健康保険事業

広域化等支援基金

財 政 安 定 化 基 金

消 費 者 行 政

美術品等取得基金

県 民 緑 基 金

はばタンスポーツ基金

小 計

ふ る さ と ひ ょ う ご
寄 付 基 金

災 害 援 護 基 金

芸術文化振興基金

芸術文化セン タ ー

環 境 保 全 基 金

Ｃ Ｓ Ｒ

地 域 振 興 基 金

明石海峡大橋関連

災 害 救 助 基 金

合 計

財 政 基 金

県 債 管 理 基 金

県有建物復興基金

公共施設整備基金

土 地 基 金

市町財政等調整基金

整 備 基 金

運 営 基 金

計

妊 婦 健 康 診 査

支 援 基 金

ふ る さ と 雇 用

特別対策事業基金

再 生 基 金

緊 急 雇 用 就 業

機 会 創 出 基 金

障 害 者 自 立 支 援

特定中山間地域農業

事 業 基 金

基 金 の 状 況

現 計

70 12

当 初

16 20 1

63 60 37 6 3

生産基盤保全基金

中山間地域等農用地

保全支援事業基金

安 定 化 基 金

介 護 保 険 財 政

235 1013 238

森林整備地域活動

支 援 事 業 基 金

離島漁業再生支援

後 期 高 齢 者 医 療

（単位：百万円）

２１年度中増減

２月補正

２０年度中増減
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平成２１年度 使用料・手数料の概要

１ 自主財源確保の観点から見直すもの

(1) 料額が設定されていない既存事務に対する手数料の新規設定

（増収見込額40,003 千円）

(2) 料金体系の多様化

行政財産目的外使用料 （増収見込額5,448千円）

自動販売機に係る行政財産目的外使用料について、従来の単価制に加え、新たに

入札制度を導入

区分 手 数 料 料 額 増収見込

砂 防 指 定 地 内 制 限 行 為 許 可 申 請 手 数 料 11,398

地 す べ り 防 止 区 域 内 制 限 行 為 許 可 申 請 手 数 料 496

急傾斜地崩壊危険区域内制限行為許可申請手数料

13,000円～

870,000円/

件
1,347

漁業許可申請手数料(5 トン未満の漁船等を使用する場合) 2,900円/件 348

そ の 他（29件） 6,824

許可事

務に係

るもの

(33件)

小 計 20,413

家畜人工授精所開設許可証書換え交付行手数料 1,700円 12

宅 地 建 物 取 引 主 任 者 証 書 換 え 交 付 申 請 手 数 料 4,500円 312

そ の 他（4件） 720

許可証

交付等

に係る

もの

(6件) 小 計 1,044

家畜人工授精師等講習会修業試験合格証明書再交付手数料 1,700円 1

一般廃棄物処理施設許可証等書換え交付手数料 2,000円 704

行 政 書 士 試 験 合 格 証 明 書 交 付 申 請 手 数 料 4

家 畜 衛 生 等 に 関 す る 証 明 書 交 付 申 請 手 数 料 9

県 立 高 等 学 校 卒 業 証 明 書 交 付 手 数 料 2,300

県 立 大 学 卒 業 証 明 書 交 付 手 数 料

400円

1,591

そ の 他（27件） 12,021

各種証

明書等

交付に

係るも

の

(33件)

小 計 16,630

完 了 公 告 前 建 築 等 承 認 申 請 手 数 料 1,500円～339,000円/件 780

病 性 鑑 定 家 畜 焼 却 手 数 料
牛2,500～17,000/頭

豚 2,000～ 4,000/頭等
1,136

その他

(2件)

小 計 1,916

合 計 40,003

(単位：千円)

参考－4



２ 施設・事務の新増設に伴い、新たに料額を設定するもの

(1) 施設・事務の新設等に係るもの

ア 県立三木総合防災公園グラウンドゴルフ場利用料

グラウンドゴルフ場（２コース８ホール） 350円／回

イ 県立美術館王子分館利用料

ウ 県立加古川医療センター（仮称）利用料

・特別個室利用料 15,000円/日、13,000円／日、10,000円／日

エ 工業技術センター使用料・手数料

・機械器具使用料 250円～1,500円／ｈ

・依頼試験手数料 850円～7,900円／ｈ

(2) 法律の改正等に基づくもの

ア 薬事法の改正に伴う新設手数料

イ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律の施行に伴う手数料

ウ 教育職員免許法の改正に伴う新設手数料

手 数 料 料 額

教 育 職 員 免 許 状 更 新 講 習 受 講 手 数 料 1,000円

教 育 職 員 免 許 状 有 効 期 間 更 新 手 数 料 等 3,300円

教 育 職 員 免 許 状 有 効 期 間 延 長 手 数 料 等 1,700円

料 金
区 分

10時～12時 13時～18時 10時～18時 特別利用時間

平日 6,900円 17,100円 24,000円 10,400円展示室B

(本館 1階

618.1㎡) 土日 7,900円 19,400円 27,300円 11,800円

手 数 料 料 額

販 売 従 事 登 録 証 書 換 え 交 付 手 数 料 2,000円

販 売 従 事 登 録 証 再 交 付 手 数 料 2,900円

手 数 料 料 額

長 期 優 良 住 宅 建 築 等 計 画 認 定 手 数 料 等 16,000円／棟～

建 築 基 準 関 係 規 定 適 合 審 査 手 数 料 17,000円／棟～

構 造 計 算 適 合 性 判 定 手 数 料 等 121,000 円／棟～

長期優良住宅建築等計画変更認定手数料 等 9,100円／棟～

地 位 承 継 承 認 手 数 料 16,000円／件
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エ 道路交通法等の改正に伴う新設手数料

手 数 料 料 額

認 知 機 能 検 査 員 講 習 手 数 料 700円／ｈ

認 知 機 能 検 査 手 数 料 650円／回

３ 既存の使用料・手数料について見直すもの

(1) 利用実態等に即して改定するもの

ア 県立笠形山自然公園センターコテージ棟利用料

・宿泊利用料金 ４人以上の利用 12,000 円 → 14,000円

イ 県立丹波年輪の里イベント広場利用料

・200円（250円）／ｈ → 300円（375円）／ｈ （ ）内は土日料金

(2) 国や他府県との均衡に配慮し、改定するもの

※ウエについて、電子申請による場合は－500円

(3) 所要経費を踏まえて改定するもの

ア 家畜伝染病予防検査手数料

手 数 料 料 額

ブ ル セ ラ 病 又 は 結 核 病 検 査 を 行 う 場 合 250円→300円

ヨ ー ネ 病 検 査 を 行 う 場 合 600円→700円

炭素予防注射又は豚コレラ予防注射を行う場合 300円→400円

手 数 料 料 額

ア 甲種火薬類取扱保安責任者試験手数料 12,000円 → 17,000円

イ ２級建築士又は木造建築士試験手数料 15,100円 → 16,900円

ウ 乙種化学責任者免状に係る製造保安責任者
試験手数料 等

6,700円～10,000 円
→ 6,000 円～ 9,000円

エ 液 化 石 油 ガ ス 設 備 士 試 験 手 数 料 23,000円 → 20,700円

オ 技 能 検 定 試 験 手 数 料 等
11,500円～15,700 円
→ 12,100 円～16,500円

カ 自動車運行代行業認定申請手数料 16,000円 → 13,000円

キ 狩 猟 免 許 申 請 手 数 料 等
1,100円～ 5,300 円
→ 1,000 円～ 5,200円

ク 高 齢 者 講 習 手 数 料 等
1,400円～6,150円
→ 1,500 円～ 5,800円
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イ 家畜保健衛生所手数料

１頭当たり１通発行（200円／頭） → １回当たり１通発行（400円／回）

ウ 県立粒子線医療センター治療料

追加治療（転移したがん病巣に対する同時治療、原治療終了後に転移再

発したがん病巣に対する治療等） → 追加する一治療につき961千円

エ 出産介助料

平日時間内（ 85,000円 → 110,000 円）

平日時間外（119,000円 → 132,000 円）

深夜 休 日（153,000円 → 154,000円）

オ 兵庫県立学校入学料

外国人留学生特別選抜者に係る入学料を、県内居住者と同額に改正

(423,000 円 → 282,000 円)
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投資事業の新規箇所一覧

１ 国庫補助事業

(1) 公共事業 （単位：百万円）

所 在 地 21 年 度 完成予定

（事業区間） 当初予算額 年 度

農 政 環 境 園 出 ・ 三 軒 屋淡 路 市 81 - 21

三 條南 あ わ じ 市 104 - 21

福 永南 あ わ じ 市 91 - 21

筒 井南 あ わ じ 市 96 - 21

新 南 あ わ じ 市 100 - 21

中 島 大南 あ わ じ 市 68 - 21

基盤整備促進事業与 戸 他 ３ 地 区丹 波 市 他 233 - 22

農村総合整備事業神河の里他１地区神 河 町 他 863 - 26

農業集落排水事業野 中 他 ５ 地 区神 戸 市 他 450 - 21

豊岡２期他３地区豊 岡 市 他 1,298 - 24

宇 原 他 ２ 地 区宍 粟 市 他 2,029 - 25

奥 池 他 １ ３ 地 区篠 山 市 他 2,227 - 24

吉 福 他 ２ 地 区佐 用 町 他 787 - 24

柏 谷 池 他 ８ 地 区多 可 町 他 274 - 22

安 積宍 粟 市 3,080 - 21

並 型 魚 礁 設 置竹 野 地 区豊 岡 市 30 - 21

並 型 魚 礁 設 置家 島 地 区姫 路 市 33 - 21

並 型 魚 礁 設 置阿 那 賀 地 区南 あ わ じ 市 30 - 21

大 型 魚 礁 設 置東 播 磨 地 区明 石 市 50 - 21

大 型 魚 礁 設 置但 馬 沿 岸 中 西 部 50 - 21

増 殖 場 造 成阿 万 地 区南 あ わ じ 市 400 - 24

家島漁港他５漁港姫 路 市 他 1,211 - 25

香住漁港他 12 漁港香 美 町 他 145 - 24

沼 島 漁 港 他 1 漁 港南あわじ市他 390 - 23

浜 坂 漁 港 他 1 漁 港新 温 泉 町 50 - 21

船 瀬 漁 港 他 3 漁 港洲 本 市 他 149 - 25

岩 屋 漁 港淡 路 市 100 - 23

福 浦 漁 港赤 穂 市 38 - 24
市町営津波・高潮
対 策 事 業

胸壁、樋門整備 １式

市町営漁港漁場機能
高 度 化 事 業

防砂堤、雨水排水施設整備 １式 他

市町営港整備事業 突堤、漁港環境施設整備 １式

漁場造成一式

漁 港 事 業

漁 港 漁 場 機 能
高 度 化 事 業

防波堤、物揚場整備 １式 他

漁港機能保全事業 現地調査、機能保全計画の策定 １式

漁港海岸保全施設
整 備 事 業

胸壁、陸閘整備 １式 他

漁 港 漁 村 活 性 化
対 策 事 業

航路等浚渫 １式

林業構造改善
林 業 ・ 木 材 産 業
構 造 改 革 事 業

用地造成、県産木材供給センター
施設整備一式

漁 場 整 備
開 発 事 業

漁場造成一式

漁場造成一式

漁場造成一式

漁場造成一式

新 温 泉 町
香 美 町

漁場造成一式

県営農業用河川工作
物 応 急 対 策 事 業

頭首工一式

団 体 営 た め 池 等
整 備 事 業

ため池工一式

農 業 農 村

用排水路、排水機、農道舗装等

ほ場整備、用排水路、集落道等

処理施設一式

県 営 か ん が い
排 水 事 業

用水路、排水路、ダム等

経 営 体 育 成 基 盤
整 備 事 業

区画整理

県 営 た め 池 等
整 備 事 業

ため池工一式

事 業 内 容

経営構造対策経営構造対策事業

複合経営促進施設（パイプハウス）

畦畔整備、高生産性農業用機械
（玉葱収穫機）

畦畔整備

畦畔整備

畦畔整備

畦畔整備

部 局 名 事 業 区 分 箇 所 名 総事業費
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所 在 地 21 年 度 完成予定

（事業区間） 当初予算額 年 度
事 業 内 容部 局 名 事 業 区 分 箇 所 名 総事業費

伊 保 他 5 地 区高 砂 市 他 169 - 21

林 崎 他 3 地 区明 石 市 他 579 - 21

15,205 4,519

（単位：百万円）

所 在 地 21 年 度 完成予定

（事業区間） 当初予算額 年 度

県 土 整 備道 路交 通 安 全阪急園田駅周辺地区尼 崎 市 95 - 23

丹 波 市 530 - 25

625 120

河 川 ・ 砂 防 入 貫 川南 あ わ じ 市 2,940 - 25

船 場 川姫 路 市 6,300 - 27

通 常 砂 防カ ツ カ 谷 右 支 渓神 戸 市 120 - 23

北 山 川高 砂 市 150 - 24

亀 ヶ 谷 川多 可 町 190 - 24

北 奥 川姫 路 市 160 - 24

野 々 谷 川宍 粟 市 300 - 25

広 国 川佐 用 町 190 - 24

奥 小 谷 川豊 岡 市 220 - 24

段 谷 川香 美 町 150 - 24

相 地 川養 父 市 250 - 24

大 藤 南 谷 川篠 山 市 120 - 23

音 羽 谷 川篠 山 市 180 - 24

北 川 下 川篠 山 市 120 - 23

岩 戸 台 谷 川洲 本 市 150 - 24

地すべり対策砂防関 宮 地 区養 父 市 450 - 25

石 生 地 区丹 波 市 35 - 21

前 地 区新 温 泉 町 90 - 23

高 坂 地 区香 美 町 90 - 23

急傾斜地対策砂防上 ノ 町 地 区神 戸 市 98 - 23

船 町 (2) 地 区西 脇 市 70 - 22

西 本 町 地 区太 子 町 70 - 23

高 中 (2) 地 区養 父 市 95 - 22

野 谷 地 区養 父 市 90 - 22 擁壁工 L=200m

法枠工 A=1,800㎡

擁壁工 L=120m

擁壁工 L=160m

擁壁工 L=190m

集水井工 4基

アンカー工 16本

杭工 26本

集水井工 3基

えん堤工1基 H=7.0m,L=50.0m

えん堤工1基 H=10.0m,L=70.0m

えん堤工1基 H=8.0m,L=50.0m

えん堤工1基 H=14.0m,L=45.0m

えん堤工1基 H=8.0m,L=50.0m

えん堤工1基 H=14.0m,L=60.0m

えん堤工1基 H=12.0m,L=50.0m

えん堤工2基 H=9.0m,L=50.0m
H=10.0m,L=45.0m

えん堤工1基 H=7.0m,L=50.0m

えん堤工1基 H=8.0m,L=60.0m

えん堤工1基 H=11.0m,L=60.0m

えん堤工2基 H=14.0m,L=90.0m
H=9.0m,L=60.0m

河 川 改 修
排水機場撤去、排水機場一式

洪水調節池一式、導水路一式

えん堤工1基 H=10.5m,L=38.0m

交差点改良

丹波市役所市島支所
周 辺 地 区

自歩道設置

道 路 計

農 政 環 境 部 計

部 局 名 事 業 区 分 箇 所 名 総事業費 事 業 内 容

漁 業 構 造
改 善 事 業

漁 業 経 営 構 造
改 善 事 業

漁業生産基盤等の整備
（貯氷施設、築いそ等）

漁 業 経 営 構 造
改 善 事 業

大型ノリ自動乾燥機の整備
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所 在 地 21 年 度 完成予定

（事業区間） 当初予算額 年 度
事 業 内 容部 局 名 事 業 区 分 箇 所 名 総事業費

竹 原 野 (1) 地 区朝 来 市 85 - 23

五 社 地 区神 戸 市 265 - 25

千 鳥 (2) 地 区神 戸 市 70 - 22

久 谷 (4) 地 区新 温 泉 町 70 - 23

黒 井 (2) 地 区丹 波 市 90 - 23

大 谷 (2-2) 地 区神 戸 市 90 - 22

13,298 1,251

港 湾 姫 路 市 800 - 25

尼 崎 市 2,000 - 25

2,800 25

16,723 1,396

31,928 5,915

(2) 県営住宅整備 （単位：百万円）

21 年 度 完成予定

当初予算額 年 度

362 - 22

256 - 22

1,465 - 23

1,044 - 23

847 - 23

3,974 521

洲 本 物 部 住 宅 第 ２ 期
（ 洲 本 市 ）

西 宮 浜 松 原 住 宅
（ 西 宮 市 ）

耐火 10階 1棟 63戸

県 営 住 宅 整 備 計

耐火 4階 1棟 22戸

明 石 松 が 丘 住 宅 第 ２ 期
（ 明 石 市 ）

耐火 6,8,10,11階 4棟 107戸

伊 丹 西 野 第 ６ 第 ２ 期
（ 伊 丹 市 ）

耐火 11階 2棟 77戸

尼 崎 杭 瀬 住 宅 第 ３ 期
（ 尼 崎 市 ）

耐火 4階 1棟 31戸県 営 住 宅
整 備

兵 庫 県

公 共 事 業 計

事 業 名 事 業 場 所 総事業費事 業 主 体 事 業 内 容

港 湾 計

県 土 整 備 部 計

特 定 重 要 港 湾
改 良 事 業

姫 路 港 須 加 地 区 岸壁（-5.5m)（改良） L=360m

重 要 港 湾
改 良 事 業

尼 崎 西 宮 芦 屋 港
尼 崎 地 区

岸壁（-10m)（改良） L=370m

擁壁工 L=150m

擁壁工 L=200m

法枠工 A=1,600㎡

河 川 ・ 砂 防 計

擁壁工 L=170m

法枠工 A=6,000㎡

法枠工 A=1,800㎡
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(3) その他投資補助事業 （単位：百万円）

事 業 主 体 21 年 度 完成予定

（補助先の団体）
当初予算額

年 度

315 37 22

109 73 21

1,414 694 21

475 35 21

56 24 21

90 63 21

3 2 21

68 68 23

1,037 518 22

70 70 21

402 402 21

4,525 1,587 21

8,564 3,573

44,466 10,009

そ の 他 投 資 補 助 事 業 計

国 庫 補 助 事 業 計

姫 路 警 察 署 庁 舎
新 築 事 業

兵 庫 県 警 察 本 部 姫 路 市
老朽・狭隘化による庁舎新設
ＲＣ造７階建 延べ12,046.20㎡

円 滑 化 対 策 事 業 兵 庫 県 警 察 本 部 県 下 指 定 地 域
道路管理者が行う事業と連動した円滑化対
策が必要な地区として、県下126エリアを選
定し、交通安全施設を整備

次 期 社 会 資 本 整 備
５ 箇 年 対 策 事 業

兵 庫 県 警 察 本 部 県 下 指 定 地 域
「歩行者・自転車対策及び生活道路対策」
「幹線道路対策」「通学道路対策」「バリア
フリー対策」として交通安全施設を整備

県立のじぎく特別支援
学 校 整 備 事 業

兵 庫 県 教 育 委 員 会 神 戸 市 普通教室・特別教室棟の新築

県施設省エネ化改修
事 業 （ 工 事 費 ）

兵 庫 県
伊 川 谷 北 高 校
播 磨 南 高 校

温室効果ガス排出量削減の目標達成に向け
て、県施設を省エネ化改修（照明器具の高効
率改修）

団体営地形図作成事業 上 郡 町
上 郡 町
高 田 西 部 地 区

ほ場整備実施予定地区の地形図作成を補助

新山村振興等農林漁業
特 別 対 策 事 業

丹 波 市 丹 波 市 総合鳥獣被害防止施設に対する補助

救護施設スプリンク
ラ ー 設 備 整 備 事 業

社 会 福 祉 法 人
南光社会福祉事業協会

佐 用 町 スプリンクラー設備の設置に対する補助

医療療養病床転換支援
補 助 事 業

医 療 法 人 西 宮 市 他 医療療養病床の転換に対する補助

障害者福祉施設整備
補 助 事 業

社 会 福 祉 法 人 尼 崎 市 他
障害児（者）福祉施設の創設、改築に対する
補助

放課後児童クラブ整備
補 助 事 業

伊 丹 市 他 ８ 市 町 伊 丹 市 他
放課後児童の受け入れ充実を図るためのク
ラブ室の創設、既存空き教室の改修、設備整
備に対する補助

児 童 福 祉 施 設 整 備
補 助 事 業

社 会 福 祉 法 人
三 光 事 業 団

西 宮 市
入所児童の処遇改善のため老朽化した施設
の改築に対する補助

事 業 名 事 業 場 所 総事業費 事 業 内 容
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２ 県単独事業

(1) 高等学校整備事業 （単位：百万円）

事 業 主 体 21 年 度 完成予定

（補助先の団体） 当初予算額 年 度

88 88 21 耐震補強その他工事

88 88 21 耐震補強その他工事

75 75 21 耐震補強その他工事

13 13 21 耐震補強設計

6 6 21 耐震補強設計

13 13 21 耐震補強設計

16 16 21 耐震補強設計

26 26 21 耐震補強設計

15 15 21 耐震補強設計

7 7 21 耐震補強設計

6 6 21 耐震補強設計

12 12 21 耐震補強設計

31 31 21 耐震補強設計

8 8 21 耐震補強設計

10 10 21 耐震補強設計

21 21 21 耐震補強設計

15 15 21 耐震補強設計

7 7 21 耐震補強設計

6 6 21 耐震補強設計

7 7 21 耐震補強設計

6 6 21 耐震補強設計

13 13 21 耐震補強設計

8 8 21 耐震補強設計

43 43 21 旧武庫荘高等学校耐震補強設計

540 540高 等 学 校 整 備 事 業 計

県立淡路三原高等学校
耐 震 補 強 設 計

兵 庫 県 教 育 委 員 会南 あ わ じ 市

阪神地域多部制単位制
高 等 学 校 整 備 事 業

兵 庫 県 教 育 委 員 会尼 崎 市

県立姫路商業高等学校
耐 震 補 強 設 計

兵 庫 県 教 育 委 員 会姫 路 市

県 立 村 岡 高 等 学 校
耐 震 補 強 設 計

兵 庫 県 教 育 委 員 会香 美 町

県 立 神 崎 高 等 学 校
耐 震 補 強 設 計

兵 庫 県 教 育 委 員 会神 河 町

県 立 赤 穂 高 等 学 校
耐 震 補 強 設 計

兵 庫 県 教 育 委 員 会赤 穂 市

県立加古川東高等学校
耐 震 補 強 設 計

兵 庫 県 教 育 委 員 会加 古 川 市

県 立 西 脇 高 等 学 校
耐 震 補 強 設 計

兵 庫 県 教 育 委 員 会西 脇 市

県 立 有 馬 高 等 学 校
耐 震 補 強 設 計

兵 庫 県 教 育 委 員 会三 田 市

県立明石北高等学校
耐 震 補 強 設 計

兵 庫 県 教 育 委 員 会明 石 市

県 立 柏 原 高 等 学 校
耐 震 補 強 設 計

兵 庫 県 教 育 委 員 会丹 波 市

県立篠山鳳鳴高等学校
耐 震 補 強 設 計

兵 庫 県 教 育 委 員 会篠 山 市

県 立 西 宮 高 等 学 校
耐 震 補 強 設 計

兵 庫 県 教 育 委 員 会西 宮 市

県立西宮北高等学校
耐 震 補 強 設 計

兵 庫 県 教 育 委 員 会西 宮 市

県立尼崎稲園高等学校
耐 震 補 強 設 計

兵 庫 県 教 育 委 員 会尼 崎 市

県立川西明峰高等学校
耐 震 補 強 設 計

兵 庫 県 教 育 委 員 会川 西 市

県立兵庫工業高等学校
耐 震 補 強 設 計

兵 庫 県 教 育 委 員 会神 戸 市

県 立 尼 崎 高 等 学 校
耐 震 補 強 設 計

兵 庫 県 教 育 委 員 会尼 崎 市

県立神戸北高等学校
耐 震 補 強 設 計

兵 庫 県 教 育 委 員 会神 戸 市

県立北須磨高等学校
耐 震 補 強 設 計

兵 庫 県 教 育 委 員 会神 戸 市

県 立 吉 川 高 等 学 校
体 育 館 耐 震 化 事 業

兵 庫 県 教 育 委 員 会三 木 市

県立神戸鈴蘭台高等
学 校 耐 震 補 強 設 計

兵 庫 県 教 育 委 員 会神 戸 市

県立伊丹西高等学校
体 育 館 耐 震 化 事 業

兵 庫 県 教 育 委 員 会伊 丹 市

県立宝塚西高等学校
体 育 館 耐 震 化 事 業

兵 庫 県 教 育 委 員 会宝 塚 市

事 業 名 事 業 場 所 総事業費 事 業 内 容
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平成２１年度新たに利用できる主な施設

○新規施設

施 設 名 開設場所 開設時期 規模等 事 業 費 概 要

丸 山 漁 港 緑 地南 あ わ じ 市 21年6月
面積
約0.7ha

約0.9億円

災害時における避難所としての機能を確
保しつつ、都市と漁村の交流による地域
の活性化を図るため、緑地及び運動広場
を整備

河 川 利 用 者 の た め の
増 水 警 報 シ ス テ ム

表 六 甲 河 川 11 河 川
そ の 他 河 川 7 河 川

21年5月
21年7月

71箇所
23箇所

約3億円

親水施設を有する表六甲河川等18河川に
ついて、河川利用者がより的確に安全確
保の判断ができるよう警報システムを整
備

み く ま り ダ ム篠 山 市 三 熊 21年6月
総貯水量
380,000㎥

約51億円
洪水被害を防除し、河川維持用水や灌漑
用水等の補給を行うとともに、篠山市の
水道用水を確保するダム

寺 畑 前 川
洪 水 調 節 地

川 西 市 21年6月

外径35m
高さ44.7m
総貯留量
19,400㎥

約90億円

寺畑前川では、近年洪水被害が頻繁に発
生しており、特に平成９年度は、床上、
床下浸水被害が約２６０戸発生してお
り、１０年に１回程度の洪水を安全に流
下させるため、河道整備と合わせ、調節
池（約19,400㎥）を整備

三 木 総 合 防 災 公 園三 木 市 志 染 町 21年春 13.2ha 約7億円

自然体験の森ゾーンで、西側多目的広場
(グラウンドゴルフ場)や青山連絡園路な
ど、またスポーツの森ゾーンでは、駐車
場や芝生広場などを供用開始

舞 子 公 園神戸市垂水区東舞子町 21年春 0.2ha 約4億円
昭和戦前期の近代和風住宅（数寄屋造）
である国登録文化財「旧木下家住宅」を
一般公開

東はりま特別支援学校播 磨 町 21年4月

敷地面積
17,000㎡
延床面積
9,473㎡

約16億円
播磨地域における特別支援学校の入学希
望者増加への対応等のため開校（旧播磨
北小学校の土地、建物を活用）

龍 野 北 高 等 学 校た つ の 市 21年4月

敷地面積
71,610㎡
延床面積
29,977㎡

約89億円
工業､福祉､看護､商業科を設置する新しい
タイプの専門高校(平成20年４月開校)
平成21年４月より新校舎の供用開始

県立加古川医療センター
（ 県 立 加 古 川 病 院 ）

加 古 川 市 神 野 町 神 野 21年11月
延床面積
32,875㎡

約183億円
生活習慣病医療や東播磨地域の三次救急
医療等の政策医療を中心に提供する専門
病院として移転整備

※施設名、開設時期等について、一部の施設については、仮称又は未定であること。

○リニューアルオープン

施 設 名 開設場所 開設時期 規模等 事 業 費 概 要

海 外 移 住 と 文 化 の
交 流 セ ン タ ー

神 戸 市 中 央 区 山 本 通
21年6月
予定

本館5階
延床面積：
3,726.77㎡

36百万円

神戸市との連携のもと、わが国に現存す
る唯一の移住施設である旧神戸移住セン
ターを移住史の啓発・発信の拠点とし
て、また、多文化共生の拠点等として平
成21年5月末に完成予定

姫 路 警 察 署姫 路 市 21年9月 延12,046㎡ 約45億円
建築後４０年以上を経過し、老朽・狭あ
い化が著しい現姫路警察署庁舎を移転新
築し、警察活動基盤を充実強化

※施設名、開設時期等について、一部の施設については、仮称又は未定であること。
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○道路等

路線名等 工事区間 開設時期 延 長 事業費 概 要

森 林 基 幹 道
三 川 線

豊 岡 市 日 高 町 万 劫
～

美方郡香美町香住区隼人
21年11月 29,485m 約59億円 県営森林基幹道開設事業

中 国 横 断 自 動 車 道
姫 路 鳥 取 線

佐用ｼﾞｬﾝｸｼｮﾝ（中国縦貫自
動車道）～大原ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ

22年3月
10.9㎞
(県内9.4㎞）

兵庫県域
約430億円

高速自動車国道

一 般 国 道 250 号
飾 磨 バ イ パ ス

姫 路 市 白 浜 町 ～
姫 路 市 飾 磨 区 宮

21年9月 3.0km 約200億円 道路改築（バイパス整備）

一 般 国 道 372 号
社 バ イ パ ス

加 東 市 田 中 22年3月 2.8km 約14億円 道路改築（バイパス整備）

一 般 国 道 373 号
延 吉 道 路

佐 用 郡 佐 用 町 延 吉 22年3月 0.5km 約7億円
道路改築（中国横断自動車道 姫路鳥取線
佐用平福インターチェンジ整備）

東 播 磨 南 北 道 路加 古 川 市 神 野 町 21年11月 L=1.5km
（全体L=5.2km）

約540億円
（全体事業費）

道路改築（自動車専用道路）
神野ランプ～（仮称）県立加古川病院ラ
ンプ間(1.5km)を県立加古川医療センター
（仮称）の開設に合わせて部分供用

主要地方道西脇三田線三木市吉川町古市～渡瀬 22年3月 L=0.9km 約7億円 道路改築（バイパス整備）

一般県道平荘大久保線加古川市新神野～神野町 21年7月 L=1.9km 約24億円 道路改築（バイパス整備）

一般県道岩見揖保川線たつの市揖保川町大門～原 22年3月 L=1.5km 約24億円 道路改築（バイパス整備）

町道青下花口線（県代行）美方郡新温泉町岸田地内 21年11月 L=2.0km 約28億円 道路改築（バイパス整備）

都市計画道路伊丹飛行場線
（ 昆 陽 東 ）

伊 丹 市 昆 陽 ６ 丁 目
～ 千 僧 ５ 丁 目

22年3月 855ｍ 約57億円 街路事業

都市計画道路尼崎宝塚線
（ 小 浜 ）

宝 塚 市 小 浜 ２ 丁 目 22年3月 284ｍ 約17億円 街路事業

都市計画道路朝霧二見線
（ 新 明 町 ）

明 石 市 新 明 町
～ 林 崎 町 １ 丁 目

22年3月 404ｍ 約28億円 街路事業

都 市 計 画 道 路 龍 野 線
姫 路 市 網 干 区 余 子 浜
～ 垣 内 南 町

22年3月 252ｍ 約1億円 街路事業

県 道 洲 本 灘 賀 集 線
洲 本 橋

洲 本 市 塩 屋 21年11月 約117m 約11億円
洲本川激甚災害対策特別緊急事業に伴う
橋梁架け換え

※路線名、開設時期等について、一部の路線については、仮称又は未定であること。
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(2) 県単独交通安全施設整備事業 （単位：百万円）

事 業 主 体 21 年 度 完成予定

（補助先の団体） 当初予算額 年 度

兵 庫 県 警 察 本 部 10 10 21

兵 庫 県 警 察 本 部 20 20 21

兵 庫 県 警 察 本 部 1,565 1,565 21

1,595 1,595

(3) 緊急道路・街路整備事業 （単位：百万円）

所 在 地 21 年 度 完成予定

（事業区間） 当初予算額 年 度

道 路橋 梁 補 修 40 - 22 耐震補強 L=109m

道 路 災 害 防 除 75 - 23 落石防止工 L=150m

115 30

(4) その他投資単独事業 （単位：百万円）

事 業 主 体 21 年 度 完成予定

（補助先の団体） 当初予算額 年 度

80 40 22

1,583 569 22

4,654 702 21

4,464 30 25

5 3 22

20 3 22

134 9 21

6,127 90 25

移転新築整備

17,341 6 24 ①病床数 ：441床 ②延床面積：約33,318㎡

③開設年度：平成25年度

①病床数 ：65床

2,218 122 23 ②延床面積：4,832㎡

③開設年度：平成24年度

36,626 1,574

38,876 3,739

そ の 他 投 資 単 独 事 業 計

県 単 独 事 業 計

県 立 淡 路 病 院
建 替 整 備 事 業

兵 庫 県 病 院 事 業洲 本 市 塩 屋 1 丁 目

県 立 光 風 病 院 児 童
思春期病棟整備事業

兵 庫 県 病 院 事 業神 戸 市 北 区 山 田 町 上 谷 上
（ 県 立 光 風 病 院 内 ）

三田駅前Ｂブロック
地区市街地再開発事業

再 開 発 組 合
（ 予 定 ）

三 田 市

老朽化した木造建築物等が密集し、未接道敷
地等が多く存在するため、建物の共同化・不燃
化により早期に健全な土地の有効利用及び防災
性を向上

大 規 模 牛 舎 整 備
緊 急 対 策 事 業

市町、農業協同組合、
農業協同組合連合会、
営 農 集 団 等

県 内 全 域
但馬牛繁殖専業経営を育成するための大規模
牛舎の整備

県 単 独 小 規 模 農 地
緊 急 整 備 事 業

佐 用 町佐 用 町 東 徳 久 地 区 用排水路工 60ｍ

ほ 場 整 備 調 査
設 計 事 業

神 戸 市神 戸 市 井 吹 南 地 区 県営ほ場整備実施予定地区の事業計画書作成

工 業 技 術 セ ン タ ー
整 備 事 業

兵 庫 県
神 戸 市 須 磨 区
（ 工 技 Ｃ 現 敷 地 ）

高度試験研究機器を備えた新研究棟を整備す
るとともに、既存棟を含め、工業技術センター
を総合的・一体的に整備

老 人 福 祉 施 設
整 備 費 補 助

社 会 福 祉 法 人宝 塚 市 他 特別養護老人ホームの創設等に対する補助

兵庫県福祉センター
整 備 事 業

兵 庫 県
兵 庫 県 福 祉 セ ン タ ー
（ 神 戸 市 中 央 区 坂 口 通 ）

福祉活動を支援していくため、民間福祉活動の
県域拠点として整備

事 業 内 容

地 上 デ ジ タ ル 放 送
受 信 対 策 事 業

辺 地 共 聴 施 設
を 有 す る 市 町

放 送 エ リ ア 外 の
難 視 聴 地 域

辺地共聴施設の改修費等補助

緊 急 道 路 ・ 街 路 整 備 事 業 計

事 業 名 事 業 場 所 総事業費

(主)篠山山南線
丹波市山南町山崎
（ 山 崎 橋 ）

(主)神戸加東線
三 木 市 志 染 町
三 津 田

事 業 区 分 箇 所 名 総事業費 事 業 内 容

交通安全施設整備事業 県 下 新 設 道 路 等 信号機・標識・横断歩道等を整備

県 単 独 交 通 安 全 施 設 整 備 事 業 計

次 期 社 会 資 本 整 備
５ 箇 年 対 策 事 業

県 下 指 定 地 域
「歩行者・自転車対策及び生活道路対策」
「幹線道路対策」「通学道路対策」「バリアフ
リー対策」として交通安全施設を整備

円 滑 化 対 策 事 業 県 下 指 定 地 域
道路管理者が行う事業と連動した円滑化対策
が必要な地区として、県下126エリアを選定
し、交通安全施設を整備

事 業 名 事 業 場 所 総事業費 事 業 内 容
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この説明資料は、予算発表の便に供するため、早急に

作成しましたので、計数などについては、精査の結果、

今後異動する場合もあることをご了承願います。



～あいたい兵庫デスティネーションキャンペーン～

平成２１年４月～６月開催

☆自然災害からの住宅再建をしっかりバックアップ！

フェニックス共済(兵庫県住宅再建共済制度)に加入しましょう！

阪神・淡路大震災での教訓を踏まえて生

まれた、自然災害への備えとして、住宅所

有者が相互に助け合う仕組です。

１ 小さな負担で大きな支援
☆県内に住宅を所有されている方は誰でも加

入できます。

☆マンションの共用部分について管理組合が

１棟単位で加入する制度も設けました。

☆誰もが加入しやすい負担額で、住宅・マンショ

ンの再建に大きな支えとなる給付額です。

２ 安心の制度
☆すべての自然災害が対象です。

地震・台風・洪水・竜巻・津波・雷等

地震で発生した火災も対象です。

☆住宅の規模や老朽化は不問です。

定額の掛金で定額の給付が受けられます。

☆損失を補償するのではなく、再建・補修を支

援する助け合いの制度です。

地震保険や他の共済との併用が可能で、給付

金も別々に支払われます。

３ 加入手続きが簡単
☆加入申込書を郵送又は郵便局窓口に提出す

るだけ。インターネットでも申し込めます。

☆負担金は、金融機関・郵便局の自動口座振替

又はクレジットカードでお支払いになれます。

マンシ ョン

管理組合加入
共済負担金
年額2,400円／戸
(月額 2 0 0 円／戸)

住宅所有者

加入
共済負担金
年額5,000円／戸
(月額500円(上限5,000円))

給付金 給付対象 給付額

再建等

給付金

全壊・大規模半壊・半壊で建

替・再建
６００万円

全壊で補修 ２００万円

大規模半壊で補修 １００万円
補修

給付金
半壊で補修 ５０万円

居住確保給

付金

全壊・大規模半壊・半壊で補修をせず賃
貸住宅に入居した場合等

１０万円

(注)１県外で再建・購入の場合は給付額は1/2

２賃貸住宅等は、県内での再建等のみに給付し、居住確保給付金は給付対象

となりません。

給付金 給付対象 給付額

再建等
給付金

全壊・大規模半壊・半壊で
建替・再建

３００万円
×新たなマンション戸数
(加入時の戸数を上限)

全壊で補修
１００万円
×加入時の戸数

大規模半壊で補修
５０万円
×加入時の戸数

補修
給付金

半壊で補修
２５万円
×加入時の戸数

自
然
災
害




